
事業概要シート

≪　≫は、29年度の当初予算

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

担当課 企画政策部　企画政策課 問合せ先 0957-53-4111（内線226）

一般財源 11,510 千円

（目的）
首都圏における市政活動の基盤を整備し、有益な情報の収集を収集して関連施策に活用するとともに、市
の魅力を発信し、首都圏と本市とのヒト・モノ・カネの交流を活性化することで市勢発展を図る。
（概要）
　①情報収集活動業務（政府・国会議員・政府関係機関、企業・団体、各種研修・セミナー、勉強会・交
流会等）
　②要望・陳情活動等のアテンド業務
　③本市にゆかりのある首都圏在住者によるネットワーク活動
　④本市が加盟している団体の総会等への代理出席等
　⑤本庁各課と連携した企業誘致、観光客誘致、農水産物・物産品取引等に係る業務
　⑥大村市への移住相談業務、観光・物産・ふるさと納税のPR活動
（対象）
中央省庁、国会議員、政府関係機関、各施策関連企業・団体等及び大村市に縁のある首都圏在住者、事業
者等

 市政運営を行う上で、中央省庁との連絡調整や情報収集等を迅速かつ円滑に行うことは非常に重要であり
平成元年に事務所を設置し活動を行っている。更に近年は、企業誘致や観光客誘客、特産品販売、移住促
進などシティプロモーション活動も活発化しており、首都圏における戦略拠点としての重要性が増してい
る。

千円
地方債 千円
その他 4,396 千円
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施策： 企業誘致活動の強化と基盤整備

事業名： 東京事務所運営管理事業 現状維持 予算額



事業概要シート

【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】

26,086 144,700

1次評価 担当者意見のとおり

フルコスト 18,513 24,592 25,030 24,393 26,086

2次評価 1次評価意見のとおり

妥当性
(市の関与)

国会議員や省庁等との連絡調整や市政活動を行う拠点であることから市の関与は妥当であ
る。

有効性
(施策貢献度)

関東圏における企業誘致、観光客誘致、農産物・特産品の販路開拓等の営業活動の最前線と
して機能している。

効率性
(コスト)

平成25年度から五島市との共同事務所として維持管理経費の折半や事務パート職員を両市で1
名とするなど、効率的な事務所運営を行っている。

17h
嘱託員 0.00人

時間外勤務 3h 14h

10,180 51,899
職員 0.55人 1.30人 1.30人 1.20人 1.40人 1.40人 7.15人

人件費 4,156 9,175 9,482 8,726 10,180

4,396 21,993
一般財源 13,434 11,483 11,343 11,528 11,510 11,510 70,808
その他 923 3,934 4,205 4,139 4,396

0
地方債 0
県支出金

15,906 92,801
国庫支出金 0
事業費 14,357 15,417 15,548 15,667 15,906
年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 合計

目標値

H32
(目標)

営業活動件数

目標値

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(目標)
H30

(目標)
H31

(目標)

目標値 件 198 220 220

H32
(目標)

350 350

220 220

情報収集活動件数 目標値 件 363 350 350

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(目標)
H30

(目標)
H31

(目標)


